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１ 入札説明書の位置付け 

 

この入札説明書（以下「本入札説明書」という。）は、東京都（以下「都」という。）が、「民

間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成 11年法律第 117 号。以下

「ＰＦＩ法」という。）に基づき、令和５年６月９日に特定事業として選定した「区部ユース・

プラザ運営等事業」（以下「本事業」という。）に係る総合評価一般競争入札を実施するに当た

り、入札参加希望者に配布するものである。 

別添資料の業務要求水準書、落札者決定基準、様式集、基本協定書（案）及び事業契約書

（案）は、本入札説明書と一体のものである。 

本入札説明書と、本入札説明書に先行して都が配布した実施方針、業務要求水準書（案）、 

事業契約書（案）、特定事業の選定及びそれらに対する質問回答書との間に異なる点がある場合

には、本入札説明書が優先するものとする。 
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２ 事業の概要 

 

(1) 事業の名称 

区部ユース・プラザ運営等事業 

 

(2) 対象となる公共施設等の名称及び概要 

ア 名称 

区部ユース・プラザ（以下「本件施設」という。） 

※本件施設の現施設名称は「ＢｕｍＢ 東京スポーツ文化館」である。 

 

イ 施設概要等 

本件施設は、旧都立夢の島総合体育館の施設の機能を変更して整備されたスポーツゾーン

（既存棟）と、平成 14 年６月から令和６年３月までの契約期間でＰＦＩ法に基づくＲＯ

(Rehabilitate-Operate)及びＢＯＴ方式（Build-Operate-Transfer）により実施中の区部ユ

ース・プラザ（仮称）整備等事業（以下「前事業」という。）によって新設した文化・学習ゾ

ーン、宿泊ゾーン、パブリックゾーン（宿泊棟）が内部で接続された、一体的な建物として

構成された施設である。 

概要は、次のとおりである。 

なお、本事業は、前事業に引き続き実施するものである。 

所在地 東京都江東区夢の島３番２ 

地域地区 準防火地域 

第２種高度地区 

日影規制（４時間、2.5 時間、４メートル） 

用途地域 第一種住居地域 

指定建ぺい率 60％ 

指定容積率 200％ 

敷地面積 27,022 ㎡ 

建築面積 11,619 ㎡（建ぺい率：43.00％） 

延床面積 17,415 ㎡ 

規模 既存棟 地下１階、地上２階 

宿泊棟 地上４階 

構造 既存棟 鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造） 

宿泊棟 鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造） 

竣工 昭和 51（1976）年 

増築 平成 16（2004）年 
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(3) 事業目的 

ア 青少年の自立と社会性の発達とを支援するため、青少年が多くの人々との直接的な交流が

できる機会と場を提供する。 

イ 生涯学習の振興のため、広く都民に文化・学習活動やスポーツ活動の機会と場を提供する。 

 

(4) 事業方式 

ア 概要 

本事業は、ＰＦＩ法に基づき、Ｏ（Operate）方式（選定事業者が施設の維持管理及び運

営を行う方式をいう。）とする。 

 

イ 選定事業者の事業の範囲 

   (ｱ) 運営業務 

    ① 文化・学習施設の利用受付、料金徴収等の施設提供業務 

② スポーツ施設の利用受付、料金徴収等の施設提供業務 

③ 宿泊施設の利用受付、料金徴収等の施設提供業務 

④ 社会教育事業（体験活動、交流等）の実施 

⑤ 青少年の活動に関する相談への対応、情報の収集及び提供 

⑥ レストラン、売店等の経営 

⑦ 文化•スポーツ教室の主催等、施設を有効利用する観点から行う各種の事業 

⑧ 施設の利用促進を図るために必要となる営業及び広報活動 

(ｲ) 維持管理業務 

建築物保守管理業務ほか施設の維持管理のために必要な一切の業務（事業期間中の計画

的な修繕業務を含む。） 

(ｳ) その他  

① 選定事業者は、本件施設の設置目的達成に貢献するため、義務的自主事業としてフッ

トサル施設を活用した事業を実施するものとする。 

② 選定事業者は、にぎわいの創出や公園等近隣施設利用者の利便の向上を図る観点から、

事業場所等に関する法令（都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）等）を遵守すること

を前提に、本件施設以外の施設を整備し、自らの創意工夫による事業（以下「民間提

案事業」という。）を行うことを可能とする。 

③ 義務的自主事業又は民間提案事業により整備された施設及び工作物については、事業

期間終了後、選定事業者の責任において、原則として撤去し、又は都に無償で譲渡す

るものとする。 

④ 選定事業者は、義務的自主事業又は民間提案事業により実施される事業の名称につい

て、都と協議し定めることができる。 
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ウ 選定事業者の収入 

選定事業者の収入は、以下のとおりとする。 

(ｱ) 施設利用者の利用料金収入等 

本件施設の利用料金収入等は、直接選定事業者の収入となる。 

(ｲ) 社会教育事業の参加料収入 

社会教育事業の参加料収入は直接選定事業者の収入となる。 

(ｳ) 義務的自主事業及び民間提案事業の収入 

義務的自主事業及び民間提案事業については、選定事業者が独立採算により実施するも

のであるので、その収入は、直接選定事業者の収入となる。 

  (ｴ) 都が支払うサービス購入料 

    本事業の実施に対して、都は契約条項に定めるサービス購入料を支払う。サービス購入

料の支払方法等については、事業契約書(案)によるものとする。 

なお、サービス購入料のうち、社会教育事業の実施の対価については、事業実施前年度

の企画委員会での協議に基づいて、事業実施年度の金額を決定する。 

  (ｵ) その他 

    文化・スポーツ教室の実施に伴う協賛金は、選定事業者の収入となる。 

 

(5) 事業期間 

事業期間は、契約締結の日から令和 11 年３月 31 日までとし、運営期間は運営を開始した日

から５年間とする。 

なお、契約期間は、契約締結の日から運営期間終了の日（令和 11 年３月 31日）までとする。

事業者の都に対する本件施設の返還に係る一切の手続は、契約期間内に完了するものとする。 

具体的な日程（予定）は、次のとおりである。 

令和５年 11 月下旬から 12 月下旬 落札者（※）決定及び基本協定の締結 

令和６年１月下旬 事業契約締結 

事業契約締結から令和６年３月 30日 業務引継ぎ 

令和６年３月 31 日 維持管理の開始 

令和６年４月１日から令和 11年３月 31日まで 運営及び維持管理 

   ※本事業を実施するものとしてＰＦＩ法第８条１項の規定に基づき、都が選定する民間事

業者を「落札者」という。 

 

(6) 遵守すべき法令 

選定事業者は、本事業を実施するに当たって、業務要求水準書に定める法令等を遵守するも

のとする。 
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３ 入札参加に関する条件等 

 

(1) 入札参加者の資格 

ア 入札参加者の構成等 

  入札参加者は、運営業務を行う法人、維持管理業務を行う法人、義務的自主事業を行う法人

及び民間提案事業を行う場合は民間提案事業を行う法人によって構成されるグループ（以下「グ

ループ」という。）とする。 

  グループが事業者選定後に特別目的会社（以下「ＳＰＣ」という。）を設立する場合、ＳＰＣ

が選定事業者となる。ＳＰＣに出資を予定する法人を構成企業という。 

グループが事業者選定後にＳＰＣを設立しない場合、共同事業体が選定事業者となる。共同

事業体を構成する企業をグループの構成企業という。 

  協力企業等とは、構成企業以外の者であって、ＳＰＣを設立する場合は選定事業者から、Ｓ

ＰＣを設立しない場合は選定事業者または構成企業から業務を受託し又は請け負うことを予定

する者をいう。 

なお、「企業等」とは法人一般（非営利法人を含む）を意味するものとする。 

 

 イ 入札参加資格要件等の確認基準日 

  入札参加資格要件等の確認基準日は、入札参加資格確認申請書（様式２－６。以下「参加資

格確認申請書」という。）の提出締切日とする。 

 

ウ 構成企業・協力企業等共通の要件 

(ｱ) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４の規定に該当しないこと。 

(ｲ) ＰＦＩ法第９条の各号のいずれにも該当しない者であること。 

(ｳ) 東京都競争入札参加有資格者指名停止等取扱要綱（平成 18 年４月１日付 17 財経総第

1543 号。以下「指名停止要綱」という。）に基づく指名停止期間中でないこと。 

(ｴ) 「東京都契約関係暴力団等対策措置要綱」（昭和 62 年１月 14 日付 61 財経庶第 922 号）

第５条第１項に基づく排除措置期間中の者でないこと。 

(ｵ) 経営不振の状態（会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第１項の規定に基づき

更生手続開始の申立てをしたとき、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条第１項

の規定に基づき再生手続開始の申立てをしたとき、手形又は小切手が不渡りになったとき

等。ただし、都が経営不振の状態を脱したと認めた場合は除く。）にないこと。 

(ｶ) グループの構成企業又は協力企業等のいずれかが、他のグループの構成企業又は協力企

業等として重複参加していないこと。 

(ｷ) 都と本事業に関するアドバイザリー業務委託契約を締結した者（当該企業からの再委託

により当該アドバイザリー業務に関する業務を行う企業を含む。）及びその者と資本面若し

くは人事面において関連がある者でないこと。 
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なお、本事業に係るアドバイザリー業務委託契約を締結した企業は、株式会社日本経済

研究所、株式会社サトウファシリティーズコンサルタンツ及び長島・大野・常松法律事務

所である。 

また、「資本面若しくは人事面において関連がある者」とは、以下のとおりとする。 

 

 ① 資本面において関連がある者 

次のいずれかに該当する二者の場合をいう。 

(a) 会社法（平成 17 年７月法律第 86 号）第２条第４号の２に規定する親会社等（以下、 

「親会社等」という。）と第３号の２に規定する子会社等（以下「子会社等」という。）の

関係にある場合 

(b) 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

ただし、(a)及び(b)については、子会社等又は子会社等の一方が民事再生法（平成 11 年

法律第 225 号）第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等（以下、「再生手続が

存続中の会社等」という。）又は会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第２条第７項に

規定する更生会社（以下「更生会社」という。））であって、有効な支配従属関係が存在

しないと認められる場合は除く。 

 

② 人事面において関連がある者 

次のいずれかに該当する二者の場合をいう。ただし、次の(a)については、会社等の一

方が、再生手続が存続中の会社等又は更生会社である場合を除く。 

(a) 一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

(b) 一方の会社等の役員又は会社更生法第 67 条第１項又は民事再生法第64 条第２項の 

規定により選任された管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

 

(ｸ) 審査委員会委員及び委員が属する企業、団体又はこれらと資本面若しくは人事面におい

て関連がある者でないこと。 

 

エ グループの業務遂行能力に関する要件 

(ｱ) 本事業の運営業務を担当する者は、平成 25 年 9 月１日以降に、宿泊機能を有する施設の

運営業務又は施設等の貸出業務を１年以上受託した実績を有するものであること。 

(ｲ) 本事業の維持管理業務のうち修繕業務及び指定工事を担当する者（協力企業等を含む。）

は、建設業法第３条第１項の規定により、当該業務に必要な建設業の許可（指定工事につい

ては、特定建設業の許可）を受けているものであること。 

(ｳ) 民間提案事業として、建設業法第３条第１項の規定による建設業の許可を要する業務を

実施する場合、当該業務を担当する者（協力企業等を含む。）は、同法第３条第１項の規定

により、当該業務に必要な建設業の許可を受けているものであること。 
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(2) 代表企業の選定 

  入札参加者は、グループの構成企業の中から代表企業を定め、代表企業がグループを代表し

て入札参加資格の確認に必要な書類の提出及び入札手続を行うこととする。 

 

(3) 構成企業・協力企業等の変更又は追加について 

ア 参加表明書及び入札参加資格確認申請書等の提出から入札参加資格確認結果の通知までの

取扱い 

一般競争入札への参加表明書（様式２－１。以下「表明書」という。）及び参加資格確認申

請書等の提出から入札参加資格確認結果の通知までの間、原則、構成企業及び協力企業等（以

下「構成企業等」という。）の変更若しくは追加又は実施する業務の変更（以下「変更等」と

いう。）は認めないが、当該入札参加者が代表企業以外の構成企業等で、以下の事情がある場

合には代表企業は都に対し速やかにその旨を報告するものとし、都がこれを認めた場合は変

更等を認めるものとする。 

・破産又は解散の場合 

・経営不振の状態に陥った場合 

・都から指名停止措置を受けた場合 

ただし、変更等による新たな構成企業等が３ (1) ウ に示す入札参加資格要件を満たして

いない場合には、変更等はできない 

イ 入札参加資格確認結果の通知以降の取扱い 

入札参加資格を有すると認められた入札参加者が、３ (1) ウ に示す入札参加資格要件を

満たさなくなった場合、代表企業は、都に対し速やかにその旨を報告するものとし、以後の

措置は以下によるものとする。 

(ｱ) 入札参加資格確認結果の通知から入札時提出書類の提出までの取扱い 

入札参加資格確認結果の通知から入札時提出書類の提出までに入札参加者が入札参加資

格を満たさなくなった場合は入札参加資格を取り消す。ただし、当該入札参加者が代表企

業以外の構成企業等で、かつ、構成企業等の変更等により、変更等の後の入札参加者が、

入札参加者としての資格を満たしていることが確認できるときは、変更等を認めるものと

する。 

(ｲ) 入札時提出書類の提出から落札者決定の日までの取扱い 

入札時提出書類の提出から落札者決定の日までに入札参加者が入札参加資格を満たさな

くなった場合は入札参加資格を取り消す。ただし、当該入札参加者が代表企業以外の構成

企業等で、かつ、構成企業等の変更等により、変更等の後の入札参加者が、入札時提出書

類の受付時点において、入札参加者としての資格を満たしていたことが確認できるときは、

変更等を認めるものとする。 

(ｳ) 落札者決定の日の翌日から事業契約締結の日までの取扱い 
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落札者決定の日の翌日から事業契約締結の日までに落札者が入札参加資格を満たさなく

なった場合は、事業契約を締結せず又は基本協定の解除を行うことがある。この場合、都

は一切の責めを負わないものとする。ただし、当該落札者が代表企業以外の構成企業等で、

かつ、構成企業等の変更等により、変更等の後の落札者が、入札時提出書類の受付時点に

おいて、入札参加者としての資格を満たしていたことが確認できるときは、変更等を認め

るものとする。 

 ウ 変更等の際の提出書類  

構成企業等を変更しようとする入札参加者は、６(1)の問合せ先までグループ構成企業等変

更届及び新しいグループ構成企業等一覧（様式２－３）を提出すること。 

 

(4) 落札者の決定方法等 

 

 ア 落札者の決定方法 

本事業の落札者の決定は、総合評価一般競争入札方式によるものとし、審査は入札参加資

格の確認、入札時提出書類の確認、基礎項目の審査、加点項目の審査の順に実施する。具体

的な審査の方法及び評価基準等は、本入札説明書別添資料２「区部ユース・プラザ運営等事

業 落札者決定基準」（以下「落札者決定基準」という。）に示す。 

加点項目の審査のうち性能評価に関する審査については、審査委員会が審査を行う。都は、

入札時提出書類の審査と入札価格とを総合的に評価し、落札者を決定する。 

 

 イ 審査委員会の設置 

都は、本事業における落札者の決定において、透明性及び公平性を確保することを目的と

し、学識経験者等の外部委員と都職員とにより構成される審査委員会を設置した。委員の構

成は、以下のとおりである。 

なお、本事業について委員に接触を試みた者は、入札参加資格を失う。 

役職 氏名 所属等 

委員長 岩野 恵子 東京都教育庁地域教育支援部長 

委員 朝日 ちさと 東京都立大学教授 

委員 難波 悠 東洋大学教授 

委員 宮本 和明 東北大学名誉教授 

委員 村上 徹也 元国立青少年教育振興機構 

青少年教育研究センター長 

  ※敬称略、五十音順 

 

(5) 入札の辞退 

入札参加資格確認結果通知書（以下「資格確認通知書」という。）を送付された入札参加者
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は、随時、入札を辞退することができる。 

なお、入札を辞退する場合は、以下の方法による。 

ア 入札時提出書類の提出日の前日までの間については、入札辞退届（様式２－８）を６

(1)の問合せ先まで直接持参すること。 

なお、郵送（書留）又は信書便（書留に準ずる。）により提出する場合は、令和５年 10

月 24 日（火）必着とする。 

 

イ 入札時提出書類提出日の当日においては、入札辞退届を、入札を執行する者に提出す

る。 

 

(6) 入札における失格事由 

次に掲げる事項のいずれかに該当する入札は、失格とする。 

ア 郵送（書留）又は信書便（書留に準ずる。）により入札時提出書類を提出する場合におい

て、その送付された入札時提出書類が定められた日時及び場所に到着しないもの 

イ 入札時提出書類に虚偽の記載があった場合 

ウ 構成企業等が、参加資格確認申請から入札までの間に、会社更生法の適用を申請する

等、契約又はその担当する業務を履行することが困難と認められる状態に至った場合 

エ 東京都契約関係暴力団等対策措置要綱（昭和 62 年１月 14 日付 61 財経庶第 922 号）第

５条第１項に基づく排除措置を受けた者（事業協同組合等にあってはその構成員が該当する

場合を含む。）のした入札 

オ 入札に参加する資格のない者のした入札 

カ 入札時提出書類の記載事項が不明なもの又は入札書に記名若しくは押印のないもの 

キ 同一の入札参加者が２通以上の入札書、入札時提出書類を提出した場合 

ク 他人の代理を兼ね又は２人以上の代理をした者に係る入札 

ケ 入札に必要な書類が不足しているもの 

コ 入札書の金額の表示を改ざんし又は訂正したもの 

サ 一定の金額で価格を表示していないもの 

シ 同一の入札書に２件以上の入札事項を連記した入札 

ス 明らかに連合によると認められる入札 

セ 入札について不正な行為があったとき 

ソ 虚偽の申込みを行った者のした入札 

タ 落札者決定基準における基礎審査項目の未達 

チ 予定総額を超える金額で入札したもの 

ツ その他入札に関する条件に違反したとき 
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(7) 入札に当たっての留意事項 

ア 入札参加者は、都から示された入札説明書、業務要求水準書、落札者決定基準、基本協

定書（案）及び事業契約書（案）その他契約締結に必要な条件を検討の上、入札しなけれ

ばならない。 

イ 入札には代表企業の代表者又は代理人のみが参加できる。 

ウ 本事業の維持管理業務のうち修繕業務及び指定工事を担当する者（協力企業等を含む。）

は、建設業法第３条第１項の規定により、当該業務に必要な建設業の許可（指定工事につ

いては、特定建設業の許可）を受けているものであること。また、民間提案事業として、

建設業法第３条第１項の規定による建設業の許可を要する業務を実施する場合、当該業務

を担当する者（請負を含む。）は、同法第３条第１項の規定により、当該業務に必要な建設

業の許可を受けている者であること。  

エ 入札参加者（グループの構成企業等を含む。）は入札までの間に、地方自治法施行令第

167 条の４の規定に該当する場合、指名停止要綱に掲げる措置要件のいずれかに該当する

場合又は経営不振の状態にある場合には、入札に参加することができない。 

オ 入札説明書等に誤記又は脱落があった場合、当該誤記又は脱落が示された書面等の相互

の関係により明白であるときは、落札者は、その誤記又は脱落を理由として契約の締結を

拒み、又は契約金額の増額を請求することができない。 

 

(8)  公正な入札の確保 

ア 入札参加者は「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和 22 年法律第 54 

号）に抵触する行為を行ってはならない。 

イ 入札参加者は、入札に当たっては、競争を制限する目的で他の入札参加者と入札価格及び    

提案内容又は入札意思についていかなる相談も行わず、独自に価格及び提案内容を定めなけ

ればならない。 

ウ 入札参加者は、入札前に他の入札参加者をさぐる行為をしてはならない。 

エ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札価格及び提案内容を意図

的に開示してはならない。 

オ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者の入札価格及び提案内容を聞き出す行

為をしてはならない。 

カ 公正に入札を執行できないと認められる場合、又はそのおそれがある場合は、当該入札参

加者を入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは取り止めることがある。 

なお、後日、不正な行為が判明した場合には、契約の解除等の措置をとることがある。 

 

(9) 入札時提出書類の書換え等の禁止 

入札参加者は、その提出した入札時提出書類の書換え、引換え又は撤回をすることができな

い。 
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(10) 費用の負担 

入札に関して入札参加者が要する費用は、それぞれの入札参加者の負担とする。 

また、入札時提出書類については、返却しない。 

 

(11) 著作権の帰属等 

入札時提出書類の著作権は入札参加者に帰属する。ただし、本事業での公表、展示、その他

都がこの事業に関し必要と認める用途に用いる場合は、都は入札時提出書類を無償で使用でき

るものとする。 

 

(12) その他 

都が提供する資料は、入札に係る検討以外の目的で使用することはできない。 
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４ 入札額について 

 

(1) 本事業の予定総額 

本入札における事業期間にわたるサービスの対価の上限として予定総額は、4,034,323 千円

（消費税及び地方消費税の額を含む。）である。 

 

 ※ 参考：都の予定総額の内訳表 

下表は、予定総額の内訳である。 

サービス購入料Ａ～Ｄ 3,994,323 千円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

サービス購入料Ｅ 40,000 千円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

 

(2) 本入札の予定価格 

  本入札における上限額である予定価格は、3,994,323 千円（消費税及び地方消費税の額を含

む。）である。 

 

(3) 入札額 

本入札額は、５年間に係るサービス購入料Ａ～Ｄの総額（消費税及び地方消費税の額を含

む。）を提示すること。 

ア サービス購入料は、サービス購入料Ａ～Ｅにより構成される（事業契約書（案）別添資料

５）。 

ただし、サービス購入料Ｅ（社会教育事業の講座開催の対価）は、事業実施前年度の企画

委員会での協議に基づいて、事業実施年度の金額を決定するため、入札額に含めないこと。  

なお、予定総額は、サービス購入料Ｅを含んだ金額である。 

 

イ サービス購入料Ａ～Ｄは、それぞれ、原則、四半期ごとに均等に支払う。また、物価変動

に基づく改定を行う。 
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５ 入札手続等 

 

(1) 入札スケジュール 

入札公告 令和５年６月 19 日 

入札説明書公表 令和５年６月 19 日 

第 1 回質問受付 令和５年６月 20 日～６月 26日 

第 1 回質問回答 令和５年７月 12 日 

現地見学会 令和５年７月 18 日～７月 21日 

第 2 回質問受付 令和５年７月 21 日～７月 27日 

第 2 回質問回答 令和５年８月 10 日 

表明書及び参加資格確認申請書等の提出 令和５年９月１日 

入札参加資格確認結果の通知 令和５年９月 26 日 

入札時提出書類の受付 令和５年 10 月 25 日 

落札者の決定・公表 令和５年 11 月 29 日 

基本協定の締結 令和５年 12 月下旬 

事業契約の締結 令和６年１月下旬 

 

(2) 入札の手続 

ア 現地見学会 

希望者を対象に、区部ユース・プラザ及び備品の現況について確認するための個別の現地

見学会を行う。参加を希望する者は令和５年７月 10 日（月）午前 10時までに企業名・参加

人数を、現地見学会参加申込書（様式１－２）を使用して、電子メールで提出すること。 

なお、今回の見学会は各社個別に実施する。 

(ｱ) 日時  令和５年７月18日（火）～７月21日（金）の間 

      なお、開催日時、集合場所等の詳細については、令和５年７月12日（水）まで

に、申込者に対して別途案内する。 

(ｲ) 開催場所 東京都江東区夢の島３番２ ＢｕｍＢ 東京スポーツ文化館 

(ｳ) 提出先  

adv_kubuyouth2023（at）jeri.co.jp 

※迷惑メール対策のため、メールアドレスの表記を変更しております。お手数ですが、

（at）を@に置き換えてご利用ください。 

 

イ 質問書受付 

本入札説明書に関する質問は以下の手順により行う。 

(ｱ) 質問方法 

  本入札説明書に質問がある場合、様式１－１「入札説明書等に関する質問書」を電子メ



 

14 

 

ールにより提出すること。電話や口頭による質問は受け付けない。 

(ｲ) 受付期間 

第１回 令和５年６月 20日（火）午前９時から６月 26日（月）午後５時まで 

第２回 令和５年７月 21日（金）午前９時から７月 27日（木）午後５時まで 

   (ｳ) 提出先 

adv_kubuyouth2023（at）jeri.co.jp 

※迷惑メール対策のため、メールアドレスの表記を変更しております。お手数ですが、

（at）を@に置き換えてご利用ください。 

 

ウ 質問回答書公表 

(ｱ) 回答方法 

都は寄せられた質問に対して回答書を作成し、東京都教育委員会ホームページにて公表

する。 

(ｲ) 公表予定日 

第１回 令和５年７月 12日（水） 

第２回 令和５年８月 10日（木） 

なお、入札参加希望者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると

都が判断したものについては、当該質問を提出した者にのみ回答する。 

 

エ 表明書及び参加資格確認申請書等の受付 

入札参加者は、別添書類３「様式集」の「２.入札参加資格確認申請時の提出書類」に示

す必要書類（参加表明書（様式２－１）、入札参加資格確認申請書（様式２－６）等）を受

付期間内に提出しなければならない。 

   (ｱ) 期間 

持参：令和５年９年１日（金） 

送付：令和５年８月 31日（木）（必着） 

(ｲ) 時間  

午前９時から午後４時まで 

(ｳ) 受付場所  

６(1)と同じ 

(ｴ) 提出方法 

持参又は送付の方法により提出すること。ただし、送付による場合は、郵送（書留）又

は信書便（書留に準ずる）により提出すること。 

なお、持参に当たっては、契約担当部署へ事前に電話連絡し、提出日時の指定を受けた

上で、持参により提出すること。 
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オ 入札参加資格確認結果の通知 

入札参加資格確認の結果を令和５年９月 26日（火）に入札参加希望者の代表企業に資格

確認通知書により通知する。 

 

カ 資格確認の取消し  

(ｱ) 一般競争入札に参加する資格があると確認された者は、地方自治法施行令第167 条の

４第１項の規定に該当すると判明した場合は、直ちに届け出なければならない。 

(ｲ) (ｱ)に該当すると判明した者に対して行った資格確認は、都において特別の理由がある

場合を除くほか、これを取り消す。 

(ｳ) 一般競争入札に参加する資格があると確認された者が次の各号のいずれかに該当する

場合又はこれに該当する者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人として

使用した場合は、当該資格確認を取り消す。 

① 契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは

数量に関して不正な行為をした者 

② 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者、若しくは妨げようとし

た者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正な利益を得るために連合した者 

③ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者 

④ 地方自治法（昭和22 年法律第67 号）第 234 条の２第１項の規定による監督又は検査

の実施に当たり、職員の職務の執行を妨げた者 

⑤ 正当な理由がなく契約を履行しなかった者 

⑥ ①から⑤までのいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行

に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

⑦ 東京都物品買入れ等指名競争入札参加者指名基準(平成７年 12 月２日付７財経総第

1050 号)第６指名の制限の各号に該当することが判明した者 

(ｴ) (ｳ)に規定するほか、資格確認を受けた者若しくはその代理人、支配人その他の使用人 

    がこの入札説明書に違反した場合は、当該資格確認を取り消すことがある。 

(ｵ) 一般競争入札に参加する資格があると確認された者に、経営、資産、信用の状況の変

動により契約の履行がされないおそれがあると認められる事態が発生したときは、当該

資格確認を取り消すことがある。 

 

キ 入札時提出書類の提出 

入札参加者の代表企業は、下記の日時及び場所において、別添書類３「様式集」の「３．

入札時提出書類」に示す必要書類を持参又は送付の方法により提出すること。ただし、送付

による場合は、郵送（書留）又は信書便（書留に準ずる）により提出すること。 

なお、持参による提出の場合は、都職員の指示により提出すること。 
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  (ｱ) 日時  持参：令和５年 10 月 25 日（水）午前９時 30分 

  (ｲ) 場所  新宿区西新宿二丁目８番１号東京都庁第一本庁舎南側３５階第１入札室 

(ｳ) 郵送（書留）又は信書便（書留に準ずる）による場合の入札時提出書類の受領期限及

び宛先 

① 受領期限 令和５年 10 月 23 日（月）必着 

② 送付先 〒163-8001 新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都財務局経理部契約第二課 担当 久保・正木  

 

ク 落札者の決定 

都は、「落札者決定基準」に基づき、審査委員会による入札時提出書類の審査と入札価格

とを総合的に評価し、落札者を決定する。 

(ｱ) 入札時提出書類の審査（ヒアリングの実施） 

入札時提出書類を審査委員会において審査する。 

(ｲ) 入札額の確認（入札書の開札） 

 開札は、入札参加者又はその代理人の立会いのうえ行うものとし、入札参加者又はその

代理人が開札に立ち会わないときは、当該入札事務に関係のない都職員を立ち会わせる。 

① 開札日時 令和５年 11 月 29 日（水）午前９時 30分 

② 開札場所 新宿区西新宿二丁目８番１号東京都庁第一本庁舎南側３５階 第１入札室 

  (ｳ) 入札結果の通知 

  開札時、落札者があるときは、その者の氏名（法人の場合はその名称）、金額及び総合評

価点を、落札者がないときはその旨を、開札に立ち会った入札者に知らせる。落札者となっ

た者が開札に立ち会わなかった場合は、その者に落札者となった旨を通知する。 

 

ケ 審査講評の公表 

審査の講評は、令和５年 12 月上旬に東京都教育委員会ホームページに掲載する。 

 

(3) 契約手続等 

ア ＳＰＣの設立 

(ｱ) 落札者は、契約締結までに本事業を行うためのＳＰＣを設立することができる。 

   ＳＰＣの設立については、都内に設立すること。 

なお、ここでいうＳＰＣは、会社法上の株式会社とする。 

この場合、落札者の代表企業（共同事業体の代表企業含む）は、落札後、都と基本協定 

書（別添資料４）を締結すること。 

ＳＰＣに対しては、グループの構成企業は出資を行うこと。 

(ｲ) 落札者がＳＰＣを設立しない場合（共同事業体を選定事業者とする場合）には、選定事

業者は、本事業にかかる会計を選定事業者が行う他の事業と分離して記帳・報告するこ
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と。この場合の会計分離の具体的な方法及び都への会計報告を行う場合における提出書類

の内容の詳細、公認会計士等の監査の有無等については、都と選定事業者が協議のうえ定

めるものとする。 

なお、ここでいう会計分離とは、会計処理単位における分離、資金の流れにおける分

離、資産・負債の所有における分離等を指す。 

 

イ 契約の締結 

都は、ＳＰＣ若しくは共同事業体との間で、本事業の実施についての契約を締結する。 

なお、契約締結までの間に、契約書の条文の文言を明確化するために文言の修正を行うこ

とがある。 

また、ＳＰＣを設立した場合は、締結時に基本協定書（別添資料４）に基づく出資者保証

書を都へ提出すること。 

 

ウ 契約締結にまで至らなかった場合 

落札者が契約を締結しない場合、都は落札者を除く入札参加者のうち、落札者決定基準に

基づく総合評価の最も高い者と契約の締結を行う。 

落札者が契約を締結しない場合、落札者が要した費用は落札者が負担することとする。 

 

エ 民間提案事業の契約 

落札者が、民間提案事業を提案している場合は、都は、事業契約締結後速やかに提案内容

について事業契約書とは別に協定を締結する。 

 

オ その他 

   落札者決定日の翌日から事業契約の締結までの間、入札参加者の構成企業等のいずれかが

入札参加資格を欠くに至った場合は、都は当該入札参加者との事業契約を締結しないが、代

表企業以外の構成企業等が入札参加資格要件を欠くに至った場合は、次の場合に限り、入札

参加者の入札参加資格を引き続き有効なものとして取り扱うことができる。 

  (ｱ) 入札参加者が入札参加資格要件を欠いた構成企業等に代わって入札参加資格要件を満

たす構成企業等を補充し、必要書類を提出したうえで、都が認めた場合。 

  (ｲ) 入札参加資格要件を欠いた構成企業等が担当する業務にあたる構成企業等が複数であ

る場合で、入札参加資格要件を欠いた構成企業等を除く構成企業当で全ての入札参加資格を

満たし、かつ、都が認めた場合。 

  

(4) その他 

ア 入札保証金 

(ｱ) 入札に参加する資格があると確認された者は、その見積もった金額の 100 分の 3以上
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の入札保証金を入札前までに納付しなければならない。ただし、次に掲げる場合につい

ては、入札保証金の納付を免除する。 

① 入札に参加する者が、保険会社との間に東京都を被保険者とする入札保証保険契約

を締結し、入札前にその入札保証保険契約に係る保証証券を東京都に提出したとき。 

② 資格確認通知書において、入札保証金の納付を要しないものとされたとき。 

   (ｲ) 入札保証金の納付に代わる担保 

① 入札保証金の納付に代えて、次に掲げる担保の提供によってこれに代えることがで 

きる。 

ａ国債 

ｂ東京都債 

ｃ銀行、株式会社商工組合中央金庫、農林中央金庫又は全国を地区とする信用金庫連

合会の発行する債券(以下｢金融債｣という。) 

ｄ地方債(東京都債を除く。以下同じ。) 

ｅ銀行が振り出し、又は支払保証をした小切手 

ｆ都が確実と認める社債 

ｇ都が確実と認める金融機関(出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法

律(昭和 29年法律第 195 号)第三条に規定する金融機関をいう。以下同じ。)が振り出

し、又は支払保証をした小切手 

ｈ銀行又は都が確実と認める金融機関が引き受け又は保証若しくは裏書をした手形 

ｉ銀行又は都が確実と認める金融機関に対する定期預金債権 

ｊ銀行又は都が確実と認める金融機関の保証 

ｋ都を被保険者とする本契約の履行保証保険 

② 都は、国債、東京都債、金融債、地方債又は都が確実と認める社債を入札保証金に

代わる担保として提供させる場合において、当該債券が、国債ニ関スル法律(明治 39

年法律第 34 号)の規定により登録された国債又は社債等登録法(昭和 17 年法律第 11

号)の規定により登録された東京都債、金融債、地方債又は都が確実と認める社債であ

るときは、当該債券を質権の目的となしたことにつき、登録機関に登録させ、その登

録済通知書又は登録済証の提出により債券の提供に代えさせることができる。 

③ 事業者は、金融債、地方債又は都が確実と認める社債を入札保証金に代わる担保と

して提供する場合において、当該債券が記名債券であるときは、当該債券を質権の目

的としたことにつき、社債原簿に記載し、又は記録しなければならない。 

④ 事業者は、①ｉの定期預金債権を入札保証金に代わる担保として提供するときは、

当該債券に質権を設定し、当該債券に係る債務者である銀行又は都が確実と認める金

融機関の承諾を証する確定日付のある書面を提出しなければならない。 

⑤ 事業者は、①ｊの銀行又は都が確実と認める金融機関の保証を入札保証金に代わる

担保として提供するときは、当該保証をした銀行又は都が確実と認める金融機関との間
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に保証契約を締結し、当該保証を証する書面を都に提出しなければならない。 

⑥ 事業者は、入札保証金に代わる担保として都を被保険者とする履行保証保険を提供す

るときは、保険会社と履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証

券を都に提出しなければならない。 

⑦ ①ｊの保証の保証金額及び①ｋの履行保証保険の保険金額は、アに定める入札保証金

の金額に準じるものとする。 

⑧ ①に掲げる担保の価値は、東京都契約事務規則(昭和 39 年規則第 125 号)第 11 条に定

めるところに準じるものとする。 

(ｳ) 入札保証金の納付方法 

      入札保証金は、都の渡す入札保証金納付書により、資格確認通知書において示す金銭出

納員に納付しなければならない。 

金銭出納員は、入札保証金の納付があったときに入札保証金領収書及び納付証明書を当

該納入者に渡す。また、入札保証金の納付に代えて有価証券を担保として提供する場合に

ついても準用する。 

(ｴ)  入札保証金の返還 

     入札保証金（入札保証金の納付に代えて提供された担保を含む。以下同じ。）は、落札

者に対しては契約保証金の納付後（契約保証金の納付に代えて担保が提供される場合は当

該担保の提供後）、その他の者に対しては落札者の決定後返還する。 

  落札者以外の者が入札保証金の返還を受ける場合は、入札保証金領収書を金銭出納員

に提出するものとする。ただし、有価証券以外の担保の提供によって入札保証金の納付

に代えた場合は、この限りでない。 

(ｵ) 入札保証金に対する利息 

入札保証金に対しては、その受入期間について利息は付けない。 

(ｶ) 入札保証金の没収 

入札保証金を納付した場合で、落札者が契約を締結しないときは、当該落札者が納付し 

 た入札保証金（入札保証金の納付に代えて提供された担保を含む。）は、都に帰属する。 

イ 契約保証金 

(ｱ) 入札において落札者とされた者は、各事業年度につき、その開始日までに、当該事業年 

  度における事業者の業務履行に対して支払われる予定のサービス購入料の総額の10分の1 

以上の金額を、契約保証金として都に納付しなければならない。ただし、次に掲げる場合 

については、契約保証金の納付を免除する。 

① 契約の相手方が保険会社との間に東京都を被保険者とする履行保証保険契約を締結

し、かつ、事業契約締結前に当該履行保証保険に係る保険証券を都に提出したとき。 

② 資格確認通知書において、契約保証金の納付を要しないものとされたとき。 

③ その他事業契約書に定める保証が行われたとき。 

(ｲ) 契約保証金に対しては、その受入期間について利息は付けない。 
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(ｳ) 契約保証金は、都の発行する納付書により、各事業年度につき、その開始日までに、当

該納付書に記載された場所において納付しなければならない。 

 

ウ 利札の返還 

利札付債権を契約保証金の納付に代えて担保として提供した者は、当該担保の提供後にお 

いて利札期日が到来した利札の返還を請求することができる。 

 

エ 契約手続において使用する言語、通貨及び時刻 

日本語、日本国通貨及び日本標準時 
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６ 問合せ先 

 

(1) 契約手続に関する問合せ先 

契約に関する窓口は、次のとおりである。 

郵便番号 163－8001 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 東京都庁第一本庁舎 15階 

東京都財務局経理部契約第二課 

電話 03－5388－2635 

 

(2) 本事業の事務局 

本事業の事務局は次のとおりである。 

郵便番号 163－8001 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 東京都庁第二本庁舎 16階北側 

東京都教育庁地域教育支援部管理課社会教育施設担当 

電話 03－5320－6852 

メールアドレス S9000026（at）section.metro.tokyo.jp 

 

※迷惑メール対策のため、メールアドレスの表記を変更しております。お手数ですが、（at） 

を@に置き換えてご利用ください。 

 


